職員の退職手当に関する条例等の一部を改正する条例要綱

１　改正の概要

○　昭和48年5月17日前においては、大阪府(※)と公庫等（国家公務員退職手当法施行令第９条の２に掲げる法人（日本住宅公団、日本道路公団等））との間において退職手当の通算規定が整備されておらず、人事交流等任命権者の要請に応じ、引き続いて公庫等職員となるため退職した場合には、その都度退職手当が支給されていた。

(※)国も含め、全国的に整備されていなかった。

○　昭和48年5月17日以後、公庫等との関係において、全国的に退職手当の通算規定が整備されることとなったが、同日前において、職員が任命権者の要請に応じ、引き続いて公庫等職員となるため退職し、退職手当を支給されて公庫等の職員として勤務した後、再び職員となり、同日以後に最終的に退職する場合の退職手当の計算方法については、職員の退職手当に関する条例の一部を改正する条例（昭和48年大阪府条例第54号）により、次のとおり定められた。（一般的に「額控除方式」という。）【同条例附則第４項、第７項、第25項及び第26項】
（例）

S45.4.1採用　　　　　　　　S46.4.1　　　　　　　　　　 　　　　　　　　S47.4.1　　　　　　H24.3.31

	大阪府職員
	公庫等職員
	大阪府職員


退職手当①支給↑　　　　　　　公庫等において退職手当②支給↑　　　　　　退職手当③支給↑

・退職手当①の計算方法　…　S45.4.1～S46.3.31（1年）に係る支給率×退職時給料月額

・退職手当②の計算方法　…　公庫等の規定による

・退職手当③の計算方法　…（S45.4.1～H24.3.31（42年）に係る支給率　×　退職時給料月額）

－（（退職手当①＋①に対する利息）＋（退職手当②＋②に対する利息））

　　○　今回の条例改正は、この額控除方式による計算における利息の割合を次のとおり改めるものである。
	現　　　行
	改　正　後

	平成13年３月31日以前　年5.5％

平成13年４月1日から平成17年3月31日まで　年4.0％

平成17年４月１日から平成18年3月31日まで　年1.6％

平成18年４月1日から平成19年3月31日まで　年2.3％

平成19年４月1日から平成20年3月31日まで　年2.6％

平成20年４月1日から平成21年3月31日まで　年3.0％

平成21年４月1日以後　年3.2％
	平成13年３月31日以前　年5.5％

平成13年４月1日から平成17年３月31日まで　年4.0％

平成17年４月１日から平成18年３月31日まで　年1.6％

平成18年４月1日から平成19年３月31日まで　年2.3％

平成19年４月1日から平成20年３月31日まで　年2.6％

平成20年４月1日から平成21年３月31日まで　年3.0％

平成21年４月1日から平成22年３月31日まで　年3.2％
平成22年４月１日から平成23年３月31日まで　年1.8％
平成23年４月１日から平成24年３月31日まで　年1.9％
平成24年４月１日から平成25年３月31日まで　年2.0％
平成25年４月１日から平成26年３月31日まで　年2.2％
平成26年４月１日から平成27年３月31日まで　年2.6％
平成27年４月１日から平成28年３月31日まで　年2.9％
平成28年４月１日から平成29年３月31日まで　年3.4％
平成29年４月１日から平成30年３月31日まで　年3.6％
平成30年４月１日から平成31年３月31日まで　年3.9％
平成31年４月１日から平成32年３月31日まで　年4.0％
平成32年４月１日以後　年4.1％



２　改正の理由
当該利息の割合については、平成18年7月12日付で国家公務員等退職手当法施行令の一部を改正する政令（昭和48年政令第134号）の一部が改正された際（平成18年政令第231号。平成18年7月12日公布、同日施行）、今後、額控除方式による退職手当の計算における利息の割合については、公的年金の財政再計算の際に用いられる予定運用利回りを参考にして定めることとしたところである。
今般、国家公務員等退職手当法施行令の一部を改正する政令の一部が改正され（平成23年3月30日政令第42号）、当該利息の割合が改正されたため、本府においても国に準じ、当該利息の割合について、同様の改正を行うものである。
３　その他

１の改正に併せて下記の改正を行う。

○　句読点「、」の削除、「すべて」の漢字化（「全て」）、「禁EQ \* jc2 \* "Font:ＭＳ 明朝" \* hps10 \o\ad(\s\up 9(こ),錮)」のルビの削除
○　退職手当条例案（準則）に準じた改正（「給料の月額」⇒「給料月額」）及びこれに伴う規定整備
　○　船員保険法の改正により船員保険の失業保険部門が雇用保険制度に統合されたことに伴い、船員法が適用される職員に対する失業者の退職手当に関する特例を廃止する。【附則第23項関係】
４　施行日
公布の日から施行することとする。

